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食・農分野における ICTの利活用
Application of ICT for Agriculture Field

北 栄輔

和食を支える日本の農業分野においては，後継者不足，国内市場の縮小，揺らぐ食への信頼など，解決すべき問題があ
る．このような問題を解決するために ICT の活用が広く検討されている．政府の諸施策の後押しもあり，市場規模は今
後大幅に拡大すると見込まれている．本稿では，日本の農業を取り巻く状況について述べた後，農業用 ICT 分野から，
特にセンサネットワーク分野とクラウドサービス分野について紹介する．
キーワード：農業，ICT，センサネットワーク

1．は じ め に

和食は，平成 25 年 12 月にユネスコ無形文化遺産に登
録された(1)．これは，「自然を尊ぶ」という日本人の気
質に基づいた「食」に関する「習わし」が和食と題して
登録されたからであるとされている．これまでにも，食
に関する無形文化遺産としては，2010 年にフランスの
美食術，メキシコの伝統料理，地中海料理などが登録さ
れていた．これらに加えて，今回和食が登録されたこと
の重要性は非常に大きなものがある．和食という文化
は，四季が明確な日本の自然環境，そこから得られる
種々の食材との関わりなくして語ることはできない．こ
れまで，日本人が用いる食材の多くは，日本人らしい丁
寧な栽培を行う篤農家と呼ばれる農業従事者によって生
産されてきた．しかし，高齢化によって多くの篤農家が
今後引退する可能性が高いことを考えると，和食を支え
る伝統的な日本農業の在り方は岐路に立っていると言え
る．そのほかにも，気候変動による農作物の生育環境の
変化によって，経験や勘だけではこれまでのような品質
の農産物を供給できなくなっていることの影響も大き
い．一方で，食品の偽装問題や東日本大震災における原
子力発電所の災害による食材の安全性に対する信頼の問

題など解決するべき問題は多い．
このような中，政府が進めている世界最先端 IT

（ICT）国家創造宣言(2)において，農業分野でもデータ
利活用のみならず篤農家のノウハウのデータ化など
ICT の利活用により周辺産業も含めた産業全体の知識
産業化を図り，国際競争力の強化を図ることの重要性が
指摘されている．
そこで，本稿では，農業分野において情報技術が求め

られている背景を政府の施策と関連付けながら紹介し，
農業用 ICT 分野で今後重要性が増していくセンサネッ
トワーク分野と農業用クラウドサービス分野の事例につ
いて紹介していくこととする．

2．農業 ICT が求められる背景

和食という文化は，四季が明確な日本の自然環境，そ
こから得られる種々の食材との関わりなくして語ること
はできない．これまで，日本人が用いる食材の多くは，
篤農家と呼ばれる農業従事者によって生産されてきた．
しかし，篤農家の高齢化によって日本農業は岐路に立っ
ている（図 1)(3)．1970 年代に 700 万人を数えた農業従
事者は，2000 年代に 300 万人を切るまでになった．そ
の間，新規就業者は減少し続けた結果，農業従事者にお
ける 65 歳以上の高齢者の割合は，60% ほどまで増加し
ている．この間，農産物輸入額は 1兆円から 6兆円まで
増大し，食糧自給率は徐々に低下している(4)．これま
で，食糧自給率の低下は，日本人の食文化の変化，とり
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わけ欧米化による米食の減少と関連付けて語られること
が多かった．しかし，その内実はもう少し複雑である．
食糧自給率の推移を図 2に示す．これによれば，穀物自
給率は 1960 年代から 1980 年代にかけて一定の割合で減
少しているが，1980 年代を境に減少率は低下している．
それにもかかわらず，食糧自給率は減少している．ここ
で，農作物ごとの日本人一人当り消費量の推移を図 3に
示す．これより，1980 年代まで米の消費量は確かに低
下しているのだけども，農業従事者の方でも，その対応
として，小麦，野菜，果実などほかの作物に切り替えて
いくことによって経営を成り立たせてきたと想像され
る．しかし，1990 年頃から，切り替えた作物の消費量
自体が横ばい若しくは減少に転じている(5)．このよう
に，日本の農業には従事者の高齢化，国内消費の低下な
ど解決するべき問題が幾つかある．
この中で，政府においては，世界最先端 IT（ICT）
国家創造宣言(2)を策定している．ICT は，あらゆる領域
に活用される万能ツールとして，イノベーションを誘発
する力を有していることがうたわれており，その中で農
業分野においても，データ利活用のみならず篤農家のノ
ウハウのデータ化など ICT の利活用により周辺産業も
含めた産業全体の知識産業化を図り，国際競争力の強化
を図ることの重要性が指摘されている．世界最先端 IT
（ICT）国家創造宣言で農業分野について述べられてい
るのは以下の 3項目である．

（1） 農業の産業競争力向上（農業情報を活用したビ
ジネスモデル構築・知識産業化）

これは三つの段階から成っている．第 1は，篤農家の
知恵を含む農業現場の各種情報を高度に利活用する
「AI（アグリインフォマティクス）農業」の取組みであ
る．第 2は，これらのデータを解析して，そのノウハウ
を後継者育成や小規模農家も含む多数の経営体で共有・
活用することによって全体として収益向上を図ることで
ある．第 3に，そのノウハウを新たなビジネスモデルと
して国内外に展開することで，農業の知識産業化を図る

ことである．

（2） 関連産業の高度化（情報・ノウハウ等を活用し
た複合的な資材・サービスの提供）

これは，農業そのものだけでなく，農業関連の周辺産
業におけるスマート農業化を推進し，多種多様な農業関
連の流通情報・ノウハウの利活用によるソリューション
展開を意味している．

（3） 市場開拓・販売力の強化（情報流通によるバ
リューチェーンの構築）

農場から食卓までをデータでつないで農作物のトレー
サビリティを図るシステム，農作物の付加情報によって
農産物の付加価値化を進めること，生産者の出荷情報等
による生産者や生産組織の客観的な評価基準の構築とそ
の利活用等を促進することである．
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図 2 食糧自給率の推移(4)

図 3 農作物消費量の推移(5)

図 1 農業従事者数の推移(3)



これらの目標を実現するために，内閣府，総務省，農
林水産省等が様々な施策を実施している．

3．農業 ICT の市場

政府の後押しもあり，農業 ICT 分野の市場規模は今
後大幅に拡大すると見込まれている．(株)シード・プラ
ンニングの調査によれば，2013 年の推定市場規模 66 億
円から，2020 年には 600 億円にまで拡大すると予想さ
れている(6)．この中で，農業 ICT 分野を農業機械の
GPS ガイダンス，センサネットワーク／環境制御装置，
農作業ロボット，直売所 POS システム，農業クラウド
サービスなどに分けて分析している．

（1） GPS ガイダンス
GPS ガイダンスとは，全地球測位システム（GPS :
Global Positioning System）を用いて農業機械のガイド
や自動操縦を行うシステムのことである．畑作などの土
地集約型農業においては，省力化のために GPS ガイダ
ンス機能を有する農業機械は重要となっている．市場規
模は，2020 年で 15 億円前後と予想されている．

（2） センサネットワーク／環境制御装置
センサネットワークを用いて圃場やビニルハウスなど

の栽培施設の温度や湿度，養分，土壌，水温などの環境
情報を取得することと，特にビニルハウス等の植物工場
において作物の生育に最適な環境を自動的に制御するこ
とが，既に実現されている．このようなシステムを用い
ることで，自宅にいながら管理や制御を行えるほか，よ
り精密な栽培管理が可能となる．累計市場規模は 2012
年で 10～11 億円程度であるが，2020 年には 35 億円前
後に拡大すると予想されている．今後は，農作業従事者
の行動管理などにもセンサが利用され，そのような情報
を基に農業のより効率的な企業経営が可能となる．ま
た，農作物の非破壊検査のためにもセンサが必要であ
り，今後一層研究開発が進むと予想されている．

（3） 農作業ロボット
農作業は労働集約的な作業を必要とするため，自動選

別装置などに代表される農作業自動化装置やパワーアシ
ストスーツなどが研究されている．先の調査において
は，2020 年の市場規模は 50 億円前後と予測されてい
る．

（4） 直売所 POSシステム
直売所 POS（Points of Sales，販売時点情報管理）シ

ステムは，農作物の直売における集出荷の管理，会計管
理を行うことを目的としている．直売所施設や道の駅は
順調に増加しており，サービスも多様化している．今後

飽和状態に近づくことが予想されるが，付加価値サービ
スを提供できる新たなシステムの導入も予想されること
から，2020 年の市場規模は 55 億円程度と予想されてい
る．

（5） 農業クラウドサービス
農業用クラウドサービスは，センサネットワーク／環

境制御装置と組み合わせることで精密な栽培管理・栽培
計画・出荷計画等を実現する．圃場や農作物の情報をオ
ンラインで自宅にいる農業従事者に届けるとともに，経
営分析や生産技術，販売，物流などの情報を農産物生産
者へ提供する．また，生産履歴を保存して，次年度以降
の栽培計画に役立てるためにも有効である．今後
200～250 億円の市場が形成されると予想されている．

4．農業用センサとクラウドサービス

近年の異常気象など気候変動の農業現場への影響は極
めて大きい．高温によって雑草や病害虫が増加するだけ
でなく，気温や降水量などの環境要因の変化は農作物の
生育・品質に大きな影響を与えている．これまでは，篤
農家がその知識と経験を基に農作業を行っていたが，環
境要因の急激な変化によりこれまでの経験だけでは十分
な品質と収量を上げることが困難となっている．このよ
うな状況に鑑み，自宅にいながら圃場の環境情報や農作
物の情報を入手し，そのデータを分析して適切な農作業
をガイダンスするシステムが求められている．このため
に重要な役割を担うのが，農業用センサと農業用クラウ
ドサービスである(7)～(9)．

（1） 農業用センサネットワーク
異常気象など気候変動の影響を避けるために，圃場に

おける各種情報を正確に入手することが求められてい
る．これまで，圃場の気温・降水量などの環境情報，農
作物の生育情報は，圃場において農業従事者が入手して
いたが，農業用センサを用いれば，圃場や農作物などの
情報を自宅にいながら入手することができる．しかし，
農業用センサを利用することで正確な情報を得ることは
できるが，厳しい圃場の環境下で各種センサを利用する
ことは農業従事者にとって負担が大きい．そこで，負担
を小さくするために，各種センサを一つにまとめたセン
サノードを設計し，それをWiFi 等のワイヤレスネット
ワークで接続したセンサネットワークが開発されてい
る．しかし，圃場で用いられるセンサネットワークに
は，工業用のセンサネットワークとは異なる設計要求が
ある．

① 夏期の高温時や台風時などでも利用可能な耐候性
があり，長期間・安定的に計測できること．
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② 農業従事者のコスト負担に応じた安価で簡便なシ
ステムであること．

③ 農作物の生育状況を確認できる精細な画像情報が
扱えること．

④ 気温，日射量，降水量等の様々な気象計測が可能
であること．
⑤ 広い圃場に分散設置することから，無線 LAN通
信機能を有すること．

⑥ 圃場の状況によっては外部電源の利用が難しい場
合もあるので，バッテリーまたは太陽電池パネルな
どが設置可能であること．

⑦ 遠隔地からの管理・アクセスを可能とすること．

これらの機能を満たし，圃場（フィールド）に長期間
設置して利用できるセンサシステムはフィールドサーバ
と呼ばれ，イーラボエクスペリエンス(10)，次世代技
術(11)，PS ソリューションズ(12)，クロスアビリティ(13)な
ど幾つかの企業により提供されている．これらについ
て，HP 等で公開されている機能をまとめると表 1 のよ
うになる．気温，湿度，日射量などの各種の気候データ
を入手するセンサを有しているのに加えて，農作物の生
育状況が監視できるように，比較的画素数の大きい画像
センサを備えていることが分かる．また，設置場所が圃
場で通信範囲が広いことから，各種の無線通信機能を有
している．WiFi や Bluetooth だけでなく，携帯無線網
を利用しているところに特徴がある．これは，WiFi や
Bluetooth だけではカバーできない範囲にセンサを配置
する必要があるからである．
様々なフィールドセンサが提供されているが，農業従

事者が自身の管理している各圃場に一つずつ設置して利
用することを考えると，これらのシステムはまだコスト

的に高価である．そこで，Arduino（アルドゥイーノ）
などの安価なハードウェアの利用やフリーの SNS サー
ビスである twitter（ツイッター）や flickr（フリッ
カー）を利用することで，サーバ自体の価格を下げると
ともにライフサイクルコストを低減することが提案され
ている(7), (9)．
今後は，圃場と農作物だけでなく，農作物の非破壊検

査や農業従事者の作業状況のセンシングなどのためにセ
ンサが必要となると予想され，それらの研究開発が行わ
れている．

（2） 農業用クラウドサービス
農業用クラウドサービスは，農業用センサシステムを
経由して得られた情報と，アメダスの気象情報，市況情
報などの情報を総合し，圃場管理や農作物の栽培のみな
らず，生産物の流通や農業経営における意思決定に対し
て効果的なアドバイスを与えることを目的としている．
富士通(14)，NEC(15)，クボタ(16)，NTT ファシリティー
ズ(17)，日立ソリューションズ(18), (19)，アグリコンパス(20)

などの主要なベンダに加えて，中小のベンダもサービス
を提供しているほか(21), (22)，他分野からの参入も増えて
いる．
主な農業用クラウドサービスの特徴について，イン

ターネット上の情報をまとめたのが表 2である．提供さ
れている機能を環境情報機能，栽培管理機能，生産管理
機能，経営支援機能に分類している．

① 環境情報機能
環境情報機能は，センサネットワークから情報を取り

込むとともに，その情報を分かりやすい形で表示する機
能である．
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表 1 市販された主なセンサネットワーク
会社 通信プロトコル 標準センサ オプションセンサ

イーラボエクスペリ
エンス
FS-V/FP(10)

HTTP, XML，独自 カメラ（33 万画素）
日射
温度
湿度

温度（－50～＋150）
土壌温度
土壌水分
葉面濡れ
外部日射

次世代技術
アグリサーバ(11)

FTTH
ADSL
CATV
WiFi
携帯電話網

気温
相対湿度
日射量
気圧

各種気象センサ
土壌水分センサ
カメラ（カメラ選択可）

PSソリューションズ
e案山子(12)

アドホックネットワーク
920 MHz
3G 携帯電話網

温度
湿度
土壌水分量
日射量
多点温度（4点）
CO2 濃度

EC
pH
風速

クロスアビリティ
FieldRouter TM(13)

Bluetooth
携帯電話網

カメラ（130 画素）
ほか



② 栽培管理機能
栽培管理機能は，圃場のモニタリング，栽培計画，作

付計画，施肥計画，栽培スケジュール管理，ビニルハウ
スなどの環境制御を含んでいる．施肥計画や作付計画は
栽培計画に含まれる場合が多いが，作付けなどは大規模
農場においては一度に全て行えるわけではなく，出荷計
画等とも関連することから，大規模農家ほど緻密な制御
が必要とされるので，別機能として挙げられている．
③ 生産管理機能
生産管理機能は，営農日誌や農薬散布記録など農作業
を記録する機能である．農業において，作業記録を整理
して次年度以降の生産に活用することは非常に重要なこ
とである．また，農作物の付加価値となる“減農薬野
菜”，“有機栽培”などの証明を修得するためには，営農
日誌や農薬散布記録が重要となる．
④ 経営支援機能
経営支援機能には収穫計画，出荷計画のほか，生産加

工管理，流通管理，販売管理，栽培や流通などのコスト
計算が含まれている．そして，それらを総合した調達マ
ネジメントや経営分析の機能までを提供している．生産
管理機能が農作業に関わる機能であるのに対して，経営
支援機能は企業としての農業経営をサポートする．

このように，農業クラウドサービスに求められる機能
は多岐にわたっているが，特に経営支援機能や生産管理
機能などは製造業などで培われたノウハウが利用できる

分野である．そこで，近年では製造業など異分野からこ
の分野へ参入するケースも増えている．

5．ま と め

現在，農業用 ICT 分野は注目を浴びている．本稿で
は，その理由について，まず，社会的背景や政府施策な
どの面から紹介した．続いて，農業用 ICT の分野にお
いて，今後ますます重要となってくるであろう，センサ
ネットワークと農業用クラウドサービスの分野につい
て，既に提供されているサービスを中心に説明した．セ
ンサネットワークは，異常気象など気候変動の影響を避
けるために圃場における各種情報を正確に入手すること
を目的としており，農業従事者の負担を軽減するととも
に，精密な農業経営のために必要な情報を得ることがで
きる．工業用のものと比べると扱う情報の種類，利用環
境等で注意が必要であるが，これまで工業用において
培ってきた技術が適用可能である．一方，農業用クラウ
ドサービス分野は環境情報機能，栽培管理機能，生産管
理機能，経営支援機能等から成って，環境情報や市況情
報などを総合して，農業経営に必要となる情報を提供
し，意思決定を支援することを目的としている．これま
で企業などで用いられてきた ERP（Enterprise Re-
source Planning）の技術が適用しやすい分野といえる
だろう．
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表 2 主な農業用クラウドサービスとその機能
機能 環境情報 栽培管理 生産管理 経営支援

富士通
Akisai(14)

センサデータ
気象データ

作業実績
栽培暦・作付
生育予測

作業記録
収穫計画

出荷計画
コスト計算
生産加工管理
販売管理

NEC
農業 ICTソリューション(15) 環境センサ

圃場状況
栽培計画作成
圃場制御

営農日誌
農薬散布記録簿

コスト計算
出荷計画
直売所支援

クボタ
KSAS(16)

作付計画
作業指示

農薬管理
肥料管理

コスト計算
売上集計

NTTファシリティーズ
agRemoni(17) 環境センサ 栽培管理 栽培記録管理 データ分析

流通データ

日立ソリューションズ
agriSUITE(18) 画像 生産計画 蓄積データ

販売計画
出荷計画
コスト計算

日立ソリューションズ
GeoMation Farm(19)

圃場管理
農作業管理
施肥設計

農薬履歴記帳
営農支援 生産利益管理

アグリコンパス(20) 画像センサ 履歴管理 生産管理
物流管理

ソリマチ
facefarm(21) 圃場管理 生産履歴

栽培履歴 経営分析

クリエイトシステム
クラウド農業生産管理システム(22) 圃場管理 農業日誌

売上・原価計算
出荷管理
直売所
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